
























































































































































































































向けた交渉は 1956 年 2 月に始まった。さらに翌月、両国の独立が原則とし
て合意されたのである。
中央はナセル・エジプト首相（後に大統領）。
右隣はフルシチョフ・ソ連共産党第一書記
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3．結論
　両国の独立に向けた過程は、一見すれば両国情勢だけに限定される、国
際的射程を持たないものに見えるかもしれない。しかし実際には、様々な
意味で国際的な動向を反映したものであり、またフランス植民地帝国およ
び国際情勢の双方において大きな意味を持つものであった。
　第一に、チュニジアの自治権承認は、ナショナリストの要求を容れて人
民の主権を承認したという点で、従来のフランス政策からの大きな転換点
と言えた。しかしこれはフランスにとって、あくまでチュニジアにおける
影響力を維持するための政策であった。これ以後、フランス政府は海外領
土にも同様に国内自治権付与を検討し始める。1956 年基本法で、サハラ以
南の海外領土の自治権が部分的に承認されたが、この改革のモデルとなっ
たのはチュニジアの自治体制であった。つまりチュニジアの自治権承認は、
1960 年のアフリカの年に安定的な国家独立を実現するあたり、大きく貢献
したのである。
　第二に、モロッコ独立の承認は、フランスの影響力をモロッコ人が団結
して駆逐したことを意味するものではなかった。むしろ独立承認前に顕著
だったのはフランスのプレゼンス維持を求める地方豪族たちの立場であり、
むしろこうした諸勢力の分裂を防ぎ、モロッコという政治共同体の維持す
ることこそが独立承認の動機であった。そしてフランスの意図は、モロッ
コの政治共同体を維持しつつ、それを束ねるモハメド五世を協力者とし、
彼と協働しながらモロッコの国家建設を進めることにあったというべきで
あろう。
　第三に、政治発展の遅れたモロッコに先に独立が承認されたことは、大
きな逆説を含んでいる。一般の学説では、自治権承認など権力の移譲の延
長上に独立があると考えられてきた。しかし現実には両者は別のベクトル
上に存在する、別の概念であることが明らかである。すでに第二次大戦中
から、アフリカ植民地において、イギリス政府が将来的な自治権付与を承
認し始めていた。そして、将来的な独立は排除しているにも拘らず、1954
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年夏のフランス政府の新方針にアメリカ政府が支持を与えたことから、当
時の国際世論が植民地の独立はまだ求めていなかったことがわかる。つま
り、1955 年秋にフランスがモロッコ独立を承認する決定を行ったことは、
当時の国際スタンダードを凌駕する措置だったのであり、以後アフリカを
中心とする新興国の誕生に先鞭をつけたのである。そして 1950 年代半ば以
後の独立は、日本の敗戦の結果発生した、アジア諸国の独立とは異なる理
由によって発生したというべきである。換言すれば、フランスによるモロッ
コ独立こそが、宗主国が独立付与によって影響力を保つという政策に乗り
出した、最初の例だったと言える。
　第四に、1950 年代半ば以後に進んだ独立は、体制転換を伴わない、いわ
ば保守的な独立だったと言わざるを得ない。特に旧英仏領のアフリカ植民
地ではこの傾向が顕著であり、両国との政治的紐帯を維持しつつ、アメリ
カが経済援助などでそれを補強するという傾向が見られた。アメリカもむ
しろ、自身の政治的責任を増やさないよう、両国の影響力が温存されるこ
とを望んだのである。それはアメリカにとっては経済的負担であっても、
西側同盟を維持するという政治的目的には適う政策であり、ソ連の影響力
を第三世界において封じ込めるという目標に合致するものであった。
　こうしてフランスは、北アフリカでの自治権と独立の承認により、行政
面でも同化政策を放棄した。そしてフランスの政策転換は、植民地宗主国
が敗戦とは別の理由で、自らの政策判断において植民地独立を認めたとい
う意味で、戦後国際政治の大きな潮流を創り出した。しかし同化という発
想自体は未だフランス社会で根深い。多文化共生を広く承認する傾向のあ
るイギリスと異なり、フランス社会では、自由・平等・博愛という共和国
の理念に基づき、移民にフランス人化を求める傾向がある。また国際的には、
フランス語を主な紐帯とする「フランコフォニー」という組織も存在して
いる。このように見ると同化の発想は依然として、フランスの国内社会と
国際的な影響力保持において大きな意味を持っていると考えられる。
